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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】耐溶接割れ性に優れる継目無オーステナイト系耐熱合金管の提供。
【解決手段】C：0.03～0.15％、Si≦1％、Mn≦2％、P≦0.03％、S≦0.01％、Ni：35～60
％、Cr：18～38％、W：3～11％、Ti：0.01～1.2％、Al≦0.5％、B：0.0001～0.01％、N≦
0.02％及びO≦0.008％を含有するとともに、Zr：0.01～0.5％、Nb：0.01～0.05％及びV：
0.01～0.5％のうちの1種以上を含有し、残部がFeおよび不純物からなり、肉厚中央部の平
均結晶粒径d（μm）が、1000μm以下、かつ〔d≦1500－2.5×105×B〕の式を満足し、さ
らに、管の外表面の酸化物層の厚さが15μm以下である、管外表面を直接にすみ肉溶接し
て用いられる継目無オーステナイト系耐熱合金管。特定量のMo、Cu、Co、Ca、Mg、REMの
うちの1種以上を含有してもよい。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　質量％で、Ｃ：０．０３～０．１５％、Ｓｉ：１％以下、Ｍｎ：２％以下、Ｐ：０．０
３％以下、Ｓ：０．０１％以下、Ｎｉ：３５～６０％、Ｃｒ：１８～３８％、Ｗ：３～１
１％、Ｔｉ：０．０１～１．２％、Ａｌ：０．５％以下、Ｂ：０．０００１～０．０１％
、Ｎ：０．０２％以下およびＯ：０．００８％以下を含有するとともに、Ｚｒ：０．０１
～０．５％、Ｎｂ：０．０１～０．５％およびＶ：０．０１～０．５％のうちの１種以上
を含有し、残部がＦｅおよび不純物からなる化学組成であって、管の肉厚中央部の平均結
晶粒径ｄ（μｍ）が、１０００μｍ以下、かつ下記の式を満足し、さらに、管の外表面の
酸化物層の厚さが１５μｍ以下であることを特徴とする、管外表面を直接にすみ肉溶接し
て用いられる継目無オーステナイト系耐熱合金管。
　ｄ≦１５００－２．５×１０5×Ｂ
上記の式におけるＢは、Ｂの含有量（質量％）を表す。
【請求項２】
　Ｆｅの一部に代えて、質量％で、下記の＜１＞および＜２＞のグループから選択される
１種以上の元素を含有することを特徴とする請求項１に記載の継目無オーステナイト系耐
熱合金管。
　＜１＞Ｍｏ：１％以下、Ｃｕ：１％以下およびＣｏ：１％以下、
　＜２＞Ｃａ：０．０５％以下、Ｍｇ：０．０５％以下およびＲＥＭ：０．１％以下。
【請求項３】
　火炉壁管に用いることを特徴とする請求項１または２に記載の継目無オーステナイト系
耐熱合金管。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、継目無オーステナイト系耐熱合金管に関する。詳しくは、発電用ボイラの火
炉壁を構成する管（以下、「火炉壁管」という。）のように、管の外表面を直接にすみ肉
溶接して高温機器の部材として用いることが可能な継目無オーステナイト系耐熱合金管に
関する。さらに詳しくは、高温強度に優れ、十分な耐応力腐食割れ性を有し、熱膨張係数
が小さいオーステナイト系耐熱合金を素材とする継目無合金管のうちで、耐溶接割れ性に
優れて溶接時のＨＡＺでの割れ発生を抑止することが可能な継目無オーステナイト系耐熱
合金管に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、発電用ボイラにおいては、高効率化のために蒸気の温度と圧力を高めた「超々臨
界圧ボイラ」の新設が世界中で進められている。さらに、これまで６００℃前後であった
蒸気温度を６５０℃以上、さらには７００℃以上にまで高めた「次世代超々臨界圧ボイラ
」の実用化についても計画されている。これは、省エネルギーと資源の有効活用および環
境保全のためのＣＯ2ガス排出量削減がエネルギー問題の解決課題の一つとなっており、
重要な産業政策となっていることに基づく。そして、化石燃料を燃焼させる発電用ボイラ
においては、高温・高圧化が高効率化に有利なためである。
【０００３】
　蒸気の高温・高圧化は、ボイラを構成する鋼管、例えば、過熱器管および再過熱器管の
ような伝熱管、ならびに主蒸気管などの稼動時における温度を上昇させる。したがって、
このような過酷な環境において長期間使用される材料には、高温強度および高温での耐食
性、なかでも長期にわたる金属組織の安定性および良好なクリープ特性が要求される。
【０００４】
　非特許文献１には、実用耐熱材料を対象として、横軸に材料のＣｒ含有量、縦軸に許容
応力４９ＭＰａにおける温度をとって整理した図が示されおり、Ｃｒ含有量の増加に伴っ
て縦軸の温度、したがって、高温強度としてのクリープ強度が高くなることが述べられて
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いる。
【０００５】
　また、非特許文献２には、実用耐熱材料を対象として、横軸に材料のＮｉ含有量、縦軸
に割れ感受性をとって整理した図が示されており、Ｎｉ含有量の増加に伴って縦軸の割れ
感受性が小さくなって、高温での耐食性（耐応力腐食割れ性）が高くなることが示されて
いる。
【０００６】
　特許文献１～３に、ＣｒおよびＮｉの含有量を高め、しかも、ＭｏおよびＷの１種以上
を含有させて、高温強度としてのクリープ破断強度の向上を図った耐熱合金が開示されて
いる。
【０００７】
　さらに、ますます厳しくなる高温強度特性への要求、特にクリープ破断強度への要求に
対して、特許文献４～７には、質量％で、Ｃｒを２８～３８％、Ｎｉを３５～６０％含有
し、Ｃｒを主体とした体心立方構造のα－Ｃｒ相の析出を活用して、一層のクリープ破断
強度の改善を図った耐熱合金が開示されている。
【０００８】
　一方、特許文献８および特許文献９には、Ｍｏおよび／またはＷを含有させて固溶強化
を図るとともに、ＡｌおよびＴｉを含有させて金属間化合物であるγ’相、具体的には、
Ｎｉ3（Ａｌ、Ｔｉ）の析出強化を活用して、上述のような過酷な高温環境下で使用する
Ｎｉ基合金が開示されている。
【０００９】
　また、特許文献１０には、ＡｌとＴｉの含有量の範囲を調整し、γ’相を析出させるこ
とによりクリープ強度を改善した高Ｎｉオーステナイト系耐熱合金が提案されている。
【００１０】
　ところで、オーステナイト系耐熱合金は、一般に、溶接により各種構造物に組み立てら
れ、高温で使用される。しかしながら、非特許文献３に報告されているように、オーステ
ナイト系耐熱合金の合金元素量が増加すると、溶接施工時に溶接熱影響部（以下、「ＨＡ
Ｚ」という。）、なかでも溶融境界に隣接したＨＡＺで割れが発生するという問題が生じ
る。
【００１１】
　このため、各種構造物の部材として用いられるオーステナイト系耐熱合金には、溶接時
のＨＡＺでの割れ防止と溶接継手性能の両立が要求される。
【００１２】
　特許文献１１には、特定量のＦｅを含有させるとともに、有効Ｂ量の範囲を調整するこ
とにより、高温での加工性の確保および突合せ溶接時のＨＡＺでの割れの防止が可能なオ
ーステナイト系耐熱合金が開示されている。
【００１３】
　さらに、特許文献１２には、Ｐ、Ｓに加えて、Ｓｎ、Ｐｂなどの不純物元素の含有量を
調整することにより、突合せ溶接時および高温での長時間使用に際して、ＨＡＺでの割れ
の防止ができ、しかも、クリープ強度にも優れたオーステナイト系耐熱合金が開示されて
いる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１４】
【特許文献１】特開昭６０－１００６４０号公報
【特許文献２】特開昭６４－５５３５２号公報
【特許文献３】特開平２－２００７５６号公報
【特許文献４】特開平７－２１６５１１号公報
【特許文献５】特開平７－３３１３９０号公報
【特許文献６】特開平８－１２７８４８号公報
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【特許文献７】特開平８－２１８１４０号公報
【特許文献８】特開昭５１－８４７２６号公報
【特許文献９】特開昭５１－８４７２７号公報
【特許文献１０】特開平９－１５７７７９号公報
【特許文献１１】特開２０１１－６３８３８号公報
【特許文献１２】特開２０１０－１５０５９３号公報
【非特許文献】
【００１５】
【非特許文献１】増山不二光：鉄と鋼、Ｖｏｌ．８０（１９９４）Ｎｏ．８、ｐｐ．５８
７～５９２
【非特許文献２】小岩正倫：金属の腐食損傷と防食技術（１９８３年、（株）アグネ承風
社）、４５２～４５３ページ
【非特許文献３】溶接学会編：溶接・接合便覧　第２版（平成１５年、丸善）、９４８～
９５０ページ
【非特許文献４】高野伸一ら：ＩＨＩ技報、ｖｏｌ．４９　Ｎｏ．４（２００９）、ｐｐ
．１８５～１９１
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１６】
　前述のとおり、オーステナイト系耐熱合金は、一般に、溶接により各種構造物に組み立
てられる。そして、近年では、これらオーステナイト系耐熱合金の管を発電用ボイラの火
炉壁管に使用しようとする動きがある。
【００１７】
　上記火炉壁管の素材としては従来、一般に、作業性等種々の観点から、予熱と後熱の双
方を施す必要がない、炭素鋼または１％Ｃｒ鋼が使用されてきた。
【００１８】
　しかしながら、前記した蒸気温度を７００℃以上にまで高めた「次世代超々臨界圧ボイ
ラ」においては、従来使用されてきた炭素鋼または１％Ｃｒ鋼では高温強度が不十分であ
る。このため、上記の炭素鋼と１％Ｃｒ鋼はいずれも、「次世代超々臨界圧ボイラ」の火
炉壁管の素材として用いることはできない。
【００１９】
　一方、これまで過熱器管および再過熱器管に使用されていた通常のオーステナイト系ス
テンレス鋼は、Ｎｉ含有量が少ないため、火炉壁のような内部に高温水が流れる環境では
応力腐食割れが生じる。したがって、通常のオーステナイト系ステンレス鋼もまた、これ
を「次世代超々臨界圧ボイラ」の火炉壁管の素材として用いることはできない。
【００２０】
　加えて、オーステナイト系ステンレス鋼は、非特許文献４に一例が示されているように
線熱膨張係が大きい。このため、オーステナイト系ステンレス鋼では、溶接時に熱変形が
大きくなって、火炉壁製作時に問題が生じる。
【００２１】
　なお、火炉壁は、複数本の火炉壁管を平行に配置し、該火炉壁管同士を連結するための
フィンプレートまたはフィンバーと溶接したパネルから構成される。このため、機械加工
した開先面を溶接する突合せ溶接とは異なり、製造ままの管の外表面を直接、フィンプレ
ートまたはフィンバーとすみ肉溶接する必要がある。
【００２２】
　上記のように管の外表面を直接にすみ肉溶接する（以下、単に「管の外表面を直接に溶
接する」ということがある。）場合は、開先内に溶接する突合せ溶接の場合と比べて形状
的に余盛止端部での応力集中が大きくなる。その結果、管の外表面を直接に溶接する場合
は、突合せ溶接する場合に比べて、溶接中にＨＡＺでの割れが生じやすくなる。
【００２３】
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　したがって、「次世代超々臨界圧ボイラ」の火炉壁管に好適に使用できるＮｉ含有量を
高めたオーステナイト系耐熱合金管を開発すること、すなわち、高温強度に優れ、十分な
耐応力腐食割れ性を有し、熱膨張係数が小さいオーステナイト系耐熱合金を素材とする継
目無合金管のうちで、耐溶接割れ性に優れて溶接時のＨＡＺでの割れ発生を抑止すること
が可能なＮｉ含有量を高めた継目無オーステナイト系耐熱合金管を開発することが喫緊の
課題となっている。
【００２４】
　前述の特許文献１～１０には、クリープ破断強度を改善したオーステナイト系耐熱合金
が開示されているが、構造物として組み立てる際の「溶接性」という観点からの検討はな
されておらず、しかも、管の外表面を直接に溶接することは全く考慮されていない。した
がって、上記の各特許文献で提案されたオーステナイト系耐熱合金を素材とする管を「次
世代超々臨界圧ボイラ」の火炉壁管に用いることは到底できない。
【００２５】
　本発明者らが特許文献１１で提案したオーステナイト系耐熱合金は、発電用ボイラ、化
学工業用などの耐熱耐圧部材に使う管、板、棒および鍛造品等の製品、特に大型製品とし
て使用するのに好適である。そして、このオーステナイト系耐熱合金によって、上記製品
の製造時および実機使用時の高温加工性、耐溶接割れ感受性、さらには高温時効による延
性の低下を顕著に改善することができる。
【００２６】
　同様に、本発明者らが特許文献１２で提案したオーステナイト系耐熱合金は、ＨＡＺに
おける割れを防止できるとともに、溶接施工中に発生する溶接作業性に起因した欠陥も防
止でき、さらに、高温でのクリープ強度にも優れている。このため、このオーステナイト
耐熱合金は、発電用ボイラ、化学工業プラント等の高温機器の素材として好適に用いるこ
とができる。
【００２７】
　しかしながら、上記の特許文献１１および特許文献１２で提案したオーステナイト系耐
熱合金を開発するに際して、本発明者らは、管の外表面を直接に溶接することについては
、必ずしも配慮していなかった。そのため、上記のオーステナイト系耐熱合金を素材とす
る管の外表面を直接に溶接する場合には、形状的に余盛止端部での応力集中が大きくなる
結果、突合せ溶接する場合に比べて、溶接時にＨＡＺでの割れが生じやすくなることを避
けられない可能性がある。したがって、上記の各オーステナイト系耐熱合金を素材とする
管を「次世代超々臨界圧ボイラ」の火炉壁管に使用するに際しては、改善すべき事柄が残
されている。
【００２８】
　本発明は、上記現状に鑑みてなされたもので、発電用ボイラの火炉壁管のように、管の
外表面を直接にすみ肉溶接して高温機器の部材として用いることができるオーステナイト
系耐熱合金管、すなわち、高温強度に優れ、十分な耐応力腐食割れ性を有し、熱膨張係数
が小さいオーステナイト系耐熱合金を素材とする継目無合金管のうちで、耐溶接割れ性に
優れて溶接時のＨＡＺでの割れ発生を抑止することが可能な継目無オーステナイト系耐熱
合金管を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００２９】
　本発明者らは前記した課題を解決するために、種々の調査を実施した。
【００３０】
　その結果、先ず、適正量のＢを含有させることによって、オーステナイト系耐熱合金に
十分な高温強度を付与できることが確認できた。
【００３１】
　そこで次に、本発明者らはＢを含有する種々のオーステナイト系耐熱合金の継目無管（
以下、単に「オーステナイト系耐熱合金管」ということがある。）を作製して、該合金管
の外表面を直接、フィンプレートに見立てた板、具体的には、後述する実施例の表２に示
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す化学組成を有する厚さ６ｍｍ、幅１５ｍｍ、長さ２００ｍｍの合金板とすみ肉溶接し、
溶接時にＨＡＺで生じる割れについて、詳細な調査を行った。
【００３２】
　その結果、下記（ａ）～（ｄ）の事項が明らかになった。
【００３３】
　（ａ）溶接時に、割れは溶融境界に近いＨＡＺの結晶粒界に発生するという非特許文献
３の内容が確認できた。
【００３４】
　（ｂ）オーステナイト系耐熱合金管に含まれるＢ量が多いほど、また、オーステナイト
系耐熱合金管の結晶粒径が大きいほど、ＨＡＺでの割れが発生しやすい。さらに、余盛の
止端角が大きいほど、ＨＡＺでの割れが発生しやすい。
【００３５】
　（ｃ）ＨＡＺに生じた割れの破面には、溶融痕が認められる。また、該破面上には、Ｂ
の濃化が生じている。そして、オーステナイト系耐熱合金管の結晶粒径が大きいほどＢの
濃化が顕著である。
【００３６】
　（ｄ）オーステナイト系耐熱合金管の外表面に生成している酸化物層が厚いほど、余盛
の止端角が大きい。
【００３７】
　上記（ａ）～（ｄ）の判明事項から、本発明者らは、次の（ｅ）～（ｆ）の結論に至っ
た。
【００３８】
　（ｅ）溶接時にＨＡＺで発生する割れは、冶金的には粒界に存在するＢが強く影響し、
Ｂの粒界での挙動にはオーステナイト系耐熱合金管の結晶粒径が間接的に影響する。
【００３９】
　（ｆ）上記のＨＡＺで発生する割れは、力学的には余盛の止端角が強く影響する。そし
て、止端角には、オーステナイト系耐熱合金管の外表面に生成している酸化物層が間接的
に影響する。
【００４０】
　すなわち、適正量のＢを含有させて十分な高温強度を確保したオーステナイト系耐熱合
金管を直接に、すみ肉溶接した場合、溶接時にＨＡＺで生じる割れを防止するには、
　オーステナイト系耐熱合金管の結晶粒径を管理するとともに、Ｂの含有量を結晶粒径に
応じて調整すること、および、
　オーステナイト系耐熱合金管の外表面に存在する酸化物層の厚さを管理し、余盛形状を
制御すること、
という２項目が有効であることが明らかになった。
【００４１】
　その理由は、次の（ｇ）～（ｉ）によるものと考えられる。
【００４２】
　（ｇ）Ｂは、溶接施工中に、溶接熱サイクルにより溶融境界近傍のＨＡＺの粒界に偏析
する。Ｂは粒界の融点を低下させる元素であるため、溶接中に上記のＢが偏析した粒界が
局部的に溶融し、その溶融した箇所が溶接熱応力により開口して、いわゆる「液化割れ」
を生じる。なお、結晶粒径が大きい場合、単位体積あたりの粒界面積は小さい。したがっ
て、結晶粒径が大きい場合、Ｂの粒界偏析が顕著になるとともに、特定の粒界面にかかる
応力が大きくなるので、ＨＡＺでの割れが発生しやすくなる。
【００４３】
　（ｈ）溶接ビード（余盛）の止端角が大きくなると、ＨＡＺへ応力が集中しやすくなり
、このため割れが発生しやすくなる。
【００４４】
　（ｉ）管の外表面に厚い酸化物層が形成されている場合、酸化物の融点が高いことに加
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えて、管の外表面をすみ肉溶接する際に、溶融金属との濡れ性が悪くなる。このため、余
盛の止端角が大きくなって、割れに対する感受性が高くなる。
【００４５】
　そこで、本発明者らは、さらに詳細な検討を実施した。
【００４６】
　その結果、オーステナイト系耐熱合金管の外表面を直接、フィンプレートに見立てた板
（実施例の表２に示す化学組成を有する厚さ６ｍｍ、幅１５ｍｍ、長さ２００ｍｍの合金
板）とすみ肉溶接した場合であっても、下記（ｊ）および（ｋ）の対策を講じることによ
って、ＨＡＺでの割れを防止できることが明らかになった。
【００４７】
　（ｊ）合金管の肉厚中央部の平均結晶粒径ｄ（μｍ）を、１０００μｍ以下で、かつ、
合金が含有するＢの量に応じて、下記の式を満足する範囲に調整する。
  ｄ≦１５００－２．５×１０5×Ｂ
上記の式におけるＢは、Ｂの含有量（質量％）を表す。
【００４８】
　（ｋ）すみ肉溶接時の溶融金属との濡れ性を改善して止端角を小さくするために、合金
管の外表面の酸化物層の厚さを１５μｍ以下に抑える。
【００４９】
　本発明は、上記の知見に基づいて完成されたものであり、その要旨は、下記（１）～（
３）に示す継目無オーステナイト系耐熱合金管にある。
【００５０】
　（１）質量％で、Ｃ：０．０３～０．１５％、Ｓｉ：１％以下、Ｍｎ：２％以下、Ｐ：
０．０３％以下、Ｓ：０．０１％以下、Ｎｉ：３５～６０％、Ｃｒ：１８～３８％、Ｗ：
３～１１％、Ｔｉ：０．０１～１．２％、Ａｌ：０．５％以下、Ｂ：０．０００１～０．
０１％、Ｎ：０．０２％以下およびＯ：０．００８％以下を含有するとともに、Ｚｒ：０
．０１～０．５％、Ｎｂ：０．０１～０．５％およびＶ：０．０１～０．５％のうちの１
種以上を含有し、残部がＦｅおよび不純物からなる化学組成であって、管の肉厚中央部の
平均結晶粒径ｄ（μｍ）が、１０００μｍ以下、かつ下記の式を満足し、さらに、管の外
表面の酸化物層の厚さが１５μｍ以下であることを特徴とする、管外表面を直接にすみ肉
溶接して用いられる継目無オーステナイト系耐熱合金管。
  ｄ≦１５００－２．５×１０5×Ｂ
上記の式におけるＢは、Ｂの含有量（質量％）を表す。
【００５１】
　（２）Ｆｅの一部に代えて、質量％で、下記の＜１＞および＜２＞のグループから選択
される１種以上の元素を含有することを特徴とする上記（１）に記載の継目無オーステナ
イト系耐熱合金管。
  ＜１＞Ｍｏ：１％以下、Ｃｕ：１％以下およびＣｏ：１％以下、
　＜２＞Ｃａ：０．０５％以下、Ｍｇ：０．０５％以下およびＲＥＭ：０．１％以下。
【００５２】
　（３）火炉壁管に用いることを特徴とする上記（１）または（２）に記載の継目無オー
ステナイト系耐熱合金管。
【００５３】
　残部としての、「Ｆｅおよび不純物」における「不純物」とは、オーステナイト系耐熱
合金を工業的に製造する際に、原料としての鉱石、スクラップ、または製造環境などから
混入するものを指す。
【００５４】
　「ＲＥＭ」とは、Ｓｃ、Ｙおよびランタノイドの合計１７元素の総称であり、ＲＥＭの
含有量はＲＥＭのうちの１種または２種以上の元素の合計含有量を指す。
【発明の効果】
【００５５】
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　本発明の継目無オーステナイト系耐熱合金管は、耐溶接割れ性に優れ、溶接時のＨＡＺ
での割れ発生を抑止することができる。このため、本発明の継目無オーステナイト系耐熱
合金管は、高温強度に優れ、十分な耐応力腐食割れ性を有し、熱膨張係数が小さいオース
テナイト系耐熱合金を素材とする継目無合金管のうちでも、発電用ボイラの火炉壁管のよ
うな高温機器の部材として好適に用いることができる。
【図面の簡単な説明】
【００５６】
【図１】実施例で作製した、火炉壁管のすみ肉溶接を模擬した拘束溶接試験体について模
式的に説明する図である。なお、図ではフィンプレートに見立てた合金板を単に「フィン
プレート」と表記した。
【図２】供試管とフィンプレートに見立てた合金板とのすみ肉溶接について説明する図で
ある。なお、図ではフィンプレートに見立てた合金板を単に「フィンプレート」と表記し
た。
【発明を実施するための形態】
【００５７】
　以下、本発明の各要件について詳しく説明する。なお、以下の説明における各元素の含
有量の「％」表示は「質量％」を意味する。
【００５８】
　（Ａ）管の化学組成：
　Ｃ：０．０３～０．１５％
　Ｃは、オーステナイトを安定にするとともに粒界に微細な炭化物を形成し、高温でのク
リープ強度を向上させる。この効果を十分に得るためには、０．０３％以上のＣ含有量が
必要である。しかしながら、Ｃが過剰に含有された場合には、炭化物が粗大となり、かつ
多量に析出するので、粒界の延性が低下し、さらに、靱性およびクリープ強度の低下も生
じる。したがって、上限を設け、Ｃの含有量を０．０３～０．１５％とする。Ｃ含有量の
好ましい下限は０．０４％であり、また、好ましい上限は０．１２％である。
【００５９】
　Ｓｉ：１％以下
　Ｓｉは、脱酸作用を有するとともに、高温での耐食性および耐酸化性の向上に有効な元
素である。しかし、Ｓｉが過剰に含有された場合には、オーステナイトの安定性が低下し
て、靱性およびクリープ強度の低下を招く。そのため、Ｓｉの含有量に上限を設けて１％
以下とする。Ｓｉの含有量は、望ましくは０．８％以下である。
【００６０】
　なお、Ｓｉの含有量について特に下限を設ける必要はないが、極端な低減は、脱酸効果
が十分に得られず合金の清浄度が大きくなって清浄性が劣化するとともに、高温での耐食
性および耐酸化性の向上効果も得難くなるし、製造コストも大きく上昇する。そのため、
Ｓｉ含有量の望ましい下限は０．０２％である。
【００６１】
　Ｍｎ：２％以下
　Ｍｎは、Ｓｉと同様、脱酸作用を有する。Ｍｎは、オーステナイトの安定化にも寄与す
る。しかし、Ｍｎの含有量が過剰になると、脆化を招き、さらに、靱性およびクリープ延
性の低下も生じる。そのため、Ｍｎの含有量に上限を設けて２％以下とする。Ｍｎの含有
量は、望ましくは、１．５％以下である。
【００６２】
　なお、Ｍｎの含有量についても特に下限を設ける必要はないが、極端な低減は、脱酸効
果が十分に得られず合金の清浄性を劣化させるとともに、オーステナイト安定化効果が得
難くなるし、製造コストも大きく上昇する。そのため、Ｍｎ含有量の望ましい下限は０．
０２％である。
【００６３】
　Ｐ：０．０３％以下
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　Ｐは、不純物として合金中に含まれ、溶接中にＨＡＺの結晶粒界に偏析して、液化割れ
感受性を高める元素である。そのため、Ｐの含有量に上限を設けて０．０３％以下とする
。Ｐの含有量は、望ましくは、０．０２％以下である。
【００６４】
　なお、Ｐの含有量は可能な限り低減することが好ましいが、極度の低減は製鋼コストの
増大を招く。そのため、Ｐ含有量の望ましい下限は０．０００５％である。
【００６５】
　Ｓ：０．０１％以下
　Ｓは、Ｐと同様に不純物として合金中に含まれ、溶接中にＨＡＺの結晶粒界に偏析して
、液化割れ感受性を高める元素である。さらに、Ｓは、長時間使用後の靱性にも悪影響を
及ぼす元素である。そのため、Ｓの含有量に上限を設けて０．０１％以下とする。Ｓの含
有量は、望ましくは、０．００５％以下である。
【００６６】
　なお、Ｓの含有量は可能な限り低減することが好ましいが、極度の低減は製鋼コストの
増大を招く。そのため、Ｓ含有量の望ましい下限は０．０００１％である。
【００６７】
　Ｎｉ：３５～６０％
　Ｎｉは、オーステナイトを得るために有効な元素であり、長時間使用時の組織安定性を
確保するために必須の元素である。後述の１８～３８％というＣｒ含有量の範囲で、上述
したＮｉの効果を十分に得るためには、３５％以上のＮｉ含有量が必要である。しかしな
がら、Ｎｉは高価な元素であり、多量のＮｉ含有はコストの増大を招く。そのため、上限
を設けて、Ｎｉの含有量を３５～６０％とする。Ｎｉ含有量の望ましい下限は３８％であ
り、また、望ましい上限は５５％である。
【００６８】
　Ｃｒ：１８～３８％
　Ｃｒは、高温での耐酸化性および耐食性の確保のために必須の元素である。上記３５～
６０％というＮｉ含有量の範囲で、上述したＣｒの効果を得るためには、１８％以上のＣ
ｒ含有量が必要である。しかし、Ｃｒの含有量が３８％を超えると、高温でのオーステナ
イトの安定性が劣化して、クリープ強度の低下を招く。したがって、Ｃｒの含有量を１８
～３８％とする。Ｃｒ含有量の望ましい下限は２０％であり、また、望ましい上限は３５
％である。
【００６９】
　Ｗ：３～１１％
　Ｗは、マトリックスに固溶して７００℃を超える高温でのクリープ強度の向上に大きく
寄与する元素である。その効果を十分に発揮させるためには少なくとも３％以上のＷ含有
量が必要である。しかしながら、Ｗを過剰に含有させても効果は飽和し、かえってクリー
プ強度を低下させる場合もある。さらに、Ｗは、高価な元素であるため、過剰のＷ含有は
コストの増大を招く。そのため、上限を設けて、Ｗの含有量を３～１１％とする。Ｗ含有
量の望ましい下限は５％であり、また、望ましい上限は１０％である。
【００７０】
　Ｔｉ：０．０１～１．２％
　Ｔｉは、微細な炭窒化物として粒内に析出し、高温でのクリープ強度に寄与する。その
効果を得るためには０．０１％以上のＴｉ含有量が必要である。しかしながら、Ｔｉの含
有量が過剰になると、炭窒化物として多量に析出し、クリープ延性および靱性の低下を招
く。このため、上限を設けて、Ｔｉの含有量を０．０１～１．２％とする。Ｔｉ含有量の
望ましい下限は０．０５％であり、また、望ましい上限は１．０％である。
【００７１】
　Ａｌ：０．５％以下
　Ａｌは、脱酸作用を有する元素である。しかしながら、Ａｌの含有量が過剰になると、
合金の清浄性が著しく劣化して、熱間加工性および延性が低下する。そのため、Ａｌの含
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有量に上限を設けて０．５％以下とする。Ａｌの含有量は、望ましくは０．３％以下であ
る。
【００７２】
　なお、Ａｌの含有量について特に下限を設ける必要はないが、極端な低減は、脱酸効果
が十分に得られず合金の清浄性を逆に劣化させるとともに、製造コストの上昇を招く。そ
のため、Ａｌ含有量の望ましい下限は０．００１％である。Ａｌの脱酸効果を安定して得
、合金に良好な清浄性を確保させるためには、Ａｌ含有量の下限は０．００１５％とする
ことがより望ましい。
【００７３】
　Ｂ：０．０００１～０．０１％
　Ｂは、高温での使用中に粒界に偏析して粒界を強化するとともに、粒界炭化物を微細分
散させることにより、クリープ強度を向上させるのに必要な元素である。加えて、Ｂは、
粒界に偏析して固着力を向上させ、靱性改善にも寄与する効果も有する。これらの効果を
得るためには、０．０００１％以上のＢ含有量が必要である。しかしながら、Ｂの含有量
が過剰になると、溶接中の溶接熱サイクルにより、溶融境界近傍の高温ＨＡＺにＢが多量
に偏析して、粒界の融点を低下させ、ＨＡＺの液化割れ感受性を高める。そのため、上限
を設けて、Ｂの含有量を０．０００１～０．０１％とする。Ｂ含有量の望ましい下限は０
．０００５％であり、また、望ましい上限は０．００５％である。
【００７４】
　なお、管の肉厚中央部の平均結晶粒径ｄ（μｍ）が大きい場合、溶融境界近傍のＨＡＺ
の結晶粒径が大きくなって、換言すれば、単位体積あたりの粒界面積が小さくなって、Ｂ
の粒界偏析が助長されるとともに、特定の粒界面へかかる応力が大きくなるので、液化割
れ感受性が高くなる。
【００７５】
　しかしながら、後述するように、合金管の肉厚中央部の平均結晶粒径ｄ（μｍ）を、１
０００μｍ以下で、かつ、合金が含有するＢの量（％）に応じて、下記の式を満足する範
囲に調整すれば、Ｂの偏析による液化割れ感受性の増大を抑止することができる。
  ｄ≦１５００－２．５×１０5×Ｂ
上記の式におけるＢは、Ｂの含有量（質量％）を表す。
【００７６】
　Ｎ：０．０２％以下
　Ｎは、オーステナイトを安定にするのに有効な元素である。前記の１８～３８％という
Ｃｒ含有量の範囲では、Ｎが過剰に含有されると、高温での使用中に多量の微細窒化物が
粒内に析出して、クリープ延性および靱性の低下を招く。そのため、Ｎの含有量に上限を
設けて０．０２％以下とする。Ｎの含有量は、望ましくは０．０１５％以下である。
【００７７】
　なお、Ｎの含有量について特に下限を設ける必要はないが、極端な低減は、オーステナ
イトを安定にする効果が得難くなるし、製造コストも大きく上昇する。そのため、Ｎ含有
量の望ましい下限は０．０００５％である。
【００７８】
　Ｏ：０．００８％以下
　Ｏ（酸素）は、不純物として合金中に含まれ、その含有量が過剰になると、熱間加工性
が低下し、さらに、靱性および延性の劣化を招く。このため、Ｏの含有量に上限を設けて
０．００８％以下とする。Ｏの含有量は、望ましくは０．００５％以下である。
【００７９】
　Ｏの含有量について特に下限を設ける必要はないが、極端な低減は、製造コストの上昇
を招く。そのため、Ｏ含有量の望ましい下限は０．０００５％である。
【００８０】
　次に、Ｚｒ、ＮｂおよびＶはいずれも、ＣまたはＮと結合して微細な炭化物または炭窒
化物を形成し、クリープ強度の向上に寄与する。このため、本発明の継目無オーステナイ
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ト系耐熱合金管には、上記ＣからＯまでの元素に加えて、Ｚｒ：０．０１～０．５％、Ｎ
ｂ：０．０１～０．５％およびＶ：０．０１～０．５％のうちの１種以上の元素を含有さ
せる。
【００８１】
　Ｚｒ：０．０１～０．５％
　Ｚｒは、ＣまたはＮと結合して微細な炭化物または炭窒化物を形成し、クリープ強度の
向上に寄与する。この効果を得るためには０．０１％以上のＺｒ含有量が必要である。し
かしながら、Ｚｒの含有量が過剰になると、炭化物または炭窒化物として多量に析出し、
クリープ延性の低下を招く。このため、上限を設けて、Ｚｒの含有量を０．０１～０．５
％とする。Ｚｒ含有量の望ましい下限は０．０１５％であり、また、望ましい上限は０．
４％である。
【００８２】
　Ｎｂ：０．０１～０．５％
　Ｎｂは、ＣまたはＮと結合して微細な炭化物または炭窒化物を形成し、クリープ強度の
向上に寄与する。この効果を得るためには０．０１％以上のＮｂ含有量が必要である。し
かしながら、Ｎｂの含有量が過剰になると、炭化物または炭窒化物として多量に析出し、
クリープ延性の低下を招く。このため、上限を設けて、Ｎｂの含有量を０．０１～０．５
％とする。Ｎｂ含有量の望ましい下限は０．０１５％であり、また、望ましい上限は０．
４％である。
【００８３】
　Ｖ：０．０１～０．５％
　Ｖは、ＣまたはＮと結合して微細な炭化物または炭窒化物を形成し、クリープ強度の向
上に寄与する。この効果を得るためには０．０１％以上のＶ含有量が必要である。しかし
ながら、Ｖの含有量が過剰になると、炭化物または炭窒化物として多量に析出し、クリー
プ延性の低下を招く。このため、上限を設けて、Ｖの含有量を０．０１～０．５％とする
。Ｖ含有量の望ましい下限は０．０１５％であり、また、望ましい上限は０．４％である
。
【００８４】
　上記のＺｒ、ＮｂおよびＶは、そのうちのいずれか１種のみ、または、２種以上の複合
で含有させることができる。これらの元素を複合して含有させる場合の合計量は、１．５
％であってもよいが、１．２％以下であることが好ましい。
【００８５】
　本発明の継目無オーステナイト系耐熱合金管の一つは、上述の各元素を含み、残部がＦ
ｅおよび不純物からなる化学組成のものである。
【００８６】
　なお、既に述べたように、「不純物」とは、オーステナイト系耐熱合金を工業的に製造
する際に、原料としての鉱石、スクラップ、または製造環境などから混入するものを指す
。
【００８７】
　本発明の継目無オーステナイト系耐熱合金管の他の一つは、上記の元素に加えてさらに
、Ｍｏ、Ｃｕ、Ｃｏ、Ｃａ、ＭｇおよびＲＥＭから選んだ１種以上の元素を含有する化学
組成のものである。
【００８８】
　以下、これらの任意元素の作用効果と、含有量の限定理由について説明する。
【００８９】
　＜１＞のグループのＭｏ、ＣｕおよびＣｏはいずれも、クリープ強度を向上させる作用
を有する。このため、これらの元素を含有させてもよい。
【００９０】
　Ｍｏ：１％以下
　Ｍｏは、クリープ強度を向上させる作用を有する。すなわち、Ｍｏは、マトリックスに
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固溶して高温でのクリープ強度を向上させる作用を有する。したがって、Ｍｏを含有させ
てもよい。しかしながら、Ｍｏが過剰に含有された場合には、オーステナイトの安定性が
低下して、却ってクリープ強度の低下を招く。そのため、含有させる場合のＭｏの量に上
限を設けて１％以下とする。
【００９１】
　一方、前記したＭｏの効果を安定して得るためには、Ｍｏの量は０．１％以上であるこ
とが好ましい。
【００９２】
　Ｃｕ：１％以下
　Ｃｕは、クリープ強度を向上させる作用を有する。すなわち、ＣｕはＮｉと同様オ－ス
テナイト生成元素であり、相安定性を高めてクリープ強度の向上に寄与する。したがって
、Ｃｕを含有させてもよい。しかしながら、Ｃｕが過剰に含有された場合には、熱間加工
性の低下を招く。このため、含有させる場合のＣｕの量に上限を設けて１％以下とする。
【００９３】
　一方、前記したＣｕの効果を安定して得るためには、Ｃｕの量は０．０２％以上である
ことが好ましい。
【００９４】
　Ｃｏ：１％以下
　Ｃｏは、クリープ強度を向上させる作用を有する。すなわち、ＣｏはＮｉおよびＣｕと
同様オ－ステナイト生成元素であり、相安定性を高めてクリープ強度の向上に寄与する。
したがって、Ｃｏを含有させてもよい。しかしながら、Ｃｏは極めて高価な元素であるた
め、Ｃｏの過剰の含有は大幅なコスト増を招く。このため、含有させる場合のＣｏの量に
上限を設けて１％以下とする。
【００９５】
　一方、前記したＣｏの効果を安定して得るためには、Ｃｏの量は０．０２％以上である
ことが好まししい。
【００９６】
　上記のＭｏ、ＣｕおよびＣｏは、そのうちのいずれか１種のみ、または、２種以上の複
合で含有させることができる。これらの元素を複合して含有させる場合の合計量は、３％
であってもよい。
【００９７】
　＜２＞のグループのＣａ、ＭｇおよびＲＥＭは、いずれも熱間加工性を向上させる作用
を有する。このため、これらの元素を含有させてもよい。
【００９８】
　Ｃａ：０．０５％以下
　Ｃａは、熱間加工性を改善する作用を有する。このため、Ｃａを含有させてもよい。し
かしながら、Ｃａの含有量が過剰になると、Ｏと結合して、清浄性を著しく低下させ、却
って熱間加工性を劣化させる。このため、含有させる場合のＣａの量に上限を設けて０．
０５％以下とする。
【００９９】
　一方、前記したＣａの効果を安定して得るためには、Ｃａの量は０．０００５％以上で
あることが好ましい。
【０１００】
　Ｍｇ：０．０５％以下
　Ｍｇは、Ｃａと同様、熱間加工性を改善する作用を有する。このため、Ｍｇを含有させ
てもよい。しかしながら、Ｍｇの含有量が過剰になると、Ｏと結合して、清浄性を著しく
低下させ、却って熱間加工性を劣化させる。このため、含有させる場合のＭｇの量に上限
を設けて０．０５％以下とする。
【０１０１】
　一方、前記したＭｇの効果を安定して得るためには、Ｍｇの量は０．０００５％以上で
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あることが好ましい。
【０１０２】
　ＲＥＭ：０．１％以下
　ＲＥＭは、熱間加工性を改善する作用を有する。すなわち、ＲＥＭは、Ｓとの親和力が
強く、熱間加工性の向上に寄与する。このため、ＲＥＭを含有させてもよい。しかしなが
ら、ＲＥＭの含有量が過剰になると、Ｏと結合して、清浄性を著しく低下させ、却って熱
間加工性を劣化させる。このため、含有させる場合のＲＥＭの量に上限を設けて０．１％
以下とする。
【０１０３】
　一方、前記したＲＥＭの効果を安定して得るためには、ＲＥＭの量は０．０００５％以
上であることが好ましい。
【０１０４】
　既に述べたように、「ＲＥＭ」とは、Ｓｃ、Ｙおよびランタノイドの合計１７元素の総
称であり、ＲＥＭの含有量はＲＥＭのうちの１種または２種以上の元素の合計含有量を指
す。
【０１０５】
　なお、ＲＥＭについては、一般的にミッシュメタルに含有される。このため、例えば、
ミッシュメタルの形で添加して、ＲＥＭの量が上記の範囲となるように含有させてもよい
。
【０１０６】
　上記のＣａ、ＭｇおよびＲＥＭは、そのうちのいずれか１種のみ、または、２種以上の
複合で含有させることができる。これらの元素を複合して含有させる場合の合計量は、０
．２％であってもよい。
【０１０７】
　（Ｂ）管の肉厚中央部の平均結晶粒径：
　管の肉厚中央部の平均結晶粒径ｄ（μｍ）は、１０００μｍ以下で、かつ、合金が含有
するＢの量に応じて、
  ｄ≦１５００－２．５×１０5×Ｂ
で表される式を満足するものでなければならない。なお、上記の式におけるＢは、Ｂの含
有量（質量％）を表す。
【０１０８】
　先ず、管の肉厚中央部の平均結晶粒径が１０００μｍより大きい場合には、靱性および
延性の低下が著しくなる。さらに、溶融境界近傍のＨＡＺの結晶粒径も大きくなるので、
換言すれば、単位体積あたりの粒界面積が小さくなるので、たとえ管が含有するＢ量の上
限を前記した０．０１％に管理しても、Ｂの偏析による液化割れを防止することができな
い。
【０１０９】
　一方、管の肉厚中央部の平均結晶粒径ｄが１０００μｍ以下であっても、
ｄ≦１５００－２．５×１０5×Ｂ
の式を満たさない場合には、溶接中の溶接熱サイクルにより、溶融境界近傍の高温ＨＡＺ
にＢが多量に偏析して、粒界の融点を低下させ、ＨＡＺの液化割れ感受性を高めてしまう
ので、液化割れを防止することができない。
【０１１０】
　なお、管の化学組成にもよるが、例えば、１１５０～１２５０℃の温度域で、０．５～
５ｈ保持して固溶化熱処理することによって、上記管の肉厚中央部の平均結晶粒径ｄを１
０００μｍ以下で、かつ、前記の「ｄ≦１５００－２．５×１０5×Ｂ」の式を満たすよ
うにすることができる。
【０１１１】
　（Ｃ）管の外表面の酸化物層の厚さ：
　前記（Ａ）項に記載の化学組成を有する本発明の継目無オーステナイト系耐熱合金管の
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すみ肉溶接する際に、溶融金属との濡れ性を悪くする。このため、管の外表面の酸化物層
の厚さが大きくなると、溶接ビード（余盛）の止端角が大きくなってＨＡＺに応力が集中
しやすくなり、液化割れが発生しやすくなる。したがって、管の外表面の酸化物層の厚さ
に上限を設けて１５μｍ以下とする。上記の管の外表面の酸化物層の厚さは１０μｍ以下
であることが望ましい。
【０１１２】
　例えば、上記（Ｂ）項で述べた１１５０～１２５０℃の温度域で、０．５～５ｈ保持す
る固溶化熱処理を、水素等の還元性ガス中で行うことによって、安定して管の外表面の酸
化物層の厚さを１５μｍ以下とすることができる。
【０１１３】
　また、上記（Ｂ）項で述べた固溶化熱処理を、大気中あるいは燃焼ガス中で行って酸化
スケール（酸化物層）が形成された場合には、酸洗、研磨、ショットブラスト等の処理を
行うことによって、安定して管の外表面の酸化物層の厚さを１５μｍ以下とすることがで
きる。
【０１１４】
　なお、管の外表面の酸化物層の厚さについて特に下限を設ける必要はない。
【０１１５】
　例えば、還元性ガス中での固溶化熱処理、酸洗、研磨、ショットブラスト等の処理を行
って、管の外表面の酸化物層の厚さを０μｍに近い状態にしてもよい。また、機械研削を
行って、管の外表面の酸化物層を除去して、該酸化物層の厚さを０にしてもよい。ただし
、管の外表面の酸化物層の厚さの極端な低減は、製造コストの高騰を招く。したがって、
管の外表面の酸化物層の厚さは０．１μｍ以上であることが望ましく、０．２μｍ以上で
あればより望ましい。
【０１１６】
　以下、実施例によって本発明をより具体的に説明するが、本発明はこれらの実施例に限
定されるものではない。
【実施例】
【０１１７】
　表１に示す化学組成を有する各種の合金を、通常の方法によって１８０ｋｇ真空誘導溶
解炉を用いて溶解した後、造塊してインゴットにし、次いで、該インゴットを熱間鍛造し
て、ビレットを作製した。
【０１１８】
　このようにして得た各ビレットを、モデルミルを用いて熱間穿孔圧延し、外径が３８ｍ
ｍで肉厚が９ｍｍの継目無管を製造した。
【０１１９】
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【表１】

【０１２０】
　上記の外径が３８ｍｍで肉厚が９ｍｍの各継目無管を、２００ｍｍ長さに切断し、温度
を１１５０～１２８０℃、該温度での保持時間を０．５～５ｈの範囲で変化させた固溶化
熱処理を行い、肉厚中央部の平均結晶粒径ｄが異なる各種の供試管を作製した。
【０１２１】
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　次いで、得られた供試管の外表面を研磨して、酸化物層厚さを種々に変化させた。
【０１２２】
　上記の固溶化熱処理後に外表面を研磨した各供試管について、肉厚中央部の平均結晶粒
径ｄと管の外表面の酸化物層厚さを、それぞれ、次の方法で測定した。
【０１２３】
　肉厚中央部の平均結晶粒ｄ（μｍ）は、２００ｍｍ長さの供試管の中央部を基準とし、
その前後から、被検面が横断面になるように試験片を５個切り出し、かつ円周方向に４個
に切断して、鏡面研磨し、王水で腐食して肉厚中央部の光学顕微鏡観察を行って求めた。
【０１２４】
　すなわち、切断後の試験片１個につき、倍率１００倍で１視野観察して、切断法により
２０個の試験片毎の平均粒切片長さを測定した。上記の試験片毎の平均粒切片長さをさら
に算術平均し、それを１．１２８倍して平均結晶粒径ｄ（μｍ）を求めた。
【０１２５】
　管の外表面の酸化物層厚さは、各供試管について、上述した肉厚中央部の平均結晶粒径
ｄ（μｍ）を測定するために用いた２０個の試験片を再度鏡面研磨し、研磨ままの状態で
光学顕微鏡観察を行って求めた。
【０１２６】
　すなわち、各供試管について２０個の試験片毎に倍率４００倍で観察して、管の外表面
の酸化物の厚さを測定した。次いで、２０個の試験片における酸化物の厚さの値を算術平
均して、管の外表面の酸化物層厚さとした。
【０１２７】
　さらに、前記の固溶化熱処理後に外表面を研磨した各供試管と、表２に示す化学組成を
有する２００ｍｍ長さに切断した厚さ６ｍｍ、幅１５ｍｍのフィンプレートに見立てた合
金板とを用いて、図１に示す火炉壁管のすみ肉溶接を模擬した拘束溶接試験体を作製した
。
【０１２８】
　なお、各供試管と上記合金板とのすみ肉溶接は、図２に示すようにして４箇所で実施し
た。具体的には、市販の溶接ワイヤ（ＡＷＳ規格Ａ５．１４　ＥＲ　ＮｉＣｒＣｏＭｏ－
１）およびボンドフラックスを用いて、入熱１２ｋＪ／ｃｍにてサブマージアーク溶接し
て実施した。
【０１２９】
【表２】

【０１３０】
　得られた各拘束溶接試験体について、４箇所のすみ肉溶接箇所からそれぞれ、被検面が
横断面になるように試験片を５個ずつ切出して、鏡面研磨した。
【０１３１】
　次いで、王水で腐食し、光学顕微鏡により検鏡して、拘束溶接試験体のそれぞれ計２０
箇所の溶接部について、供試管のＨＡＺにおける液化割れの有無を調査し、液化割れ発生
率を求めた。
【０１３２】
　なお、液化割れ発生率は、「（割れ発生断面数／２０）×１００（％）」で定義し、液
化割れ発生率が０（ゼロ）である試験体だけを「合格」と判定し、他は「不合格」と判定
した。
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【０１３３】
　表３に、上記の各試験結果を示す。なお、表３には、供試管の素材合金に含まれるＢ量
および「ＥＱＵ＝１５００－２．５×１０5×Ｂ」から求めたＥＱＵの値を併記した。
【０１３４】
【表３】

【０１３５】
　表３から、本発明で規定する条件を満足する継目無管を用いた供試管符号Ａ１、Ａ６、
Ａ７、Ｂ１～Ｂ３、Ｃ１～Ｃ３、Ｄ１、Ｅ１およびＦ１の場合、液化割れ発生率は０、す
なわち、全断面においてＨＡＺに液化割れの発生は認められない。したがって、本発明で
規定する条件を満足する継目無管は、火炉壁管のように管の外表面を直接にすみ肉溶接し
て用いる場合にも、十分な耐溶接割れ性を有することが明らかである。
【０１３６】
　これに対して、化学組成が本発明で規定する範囲内にある合金Ａ～Ｆを素材とする場合
であっても、管の肉厚中央部の平均結晶粒径または管の外表面の酸化物層の厚さが本発明
で規定する上限を超える供試管符号の場合、ＨＡＺに液化割れが発生しており、管の外表
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面を直接にすみ肉溶接する火炉壁管に用いることはできない。
【０１３７】
　供試管符号Ａ２、Ａ３、Ｄ２、Ｅ２およびＦ２の場合、管の肉厚中央部の平均結晶粒径
ｄは１０００μｍを下回るものの、合金が含有するＢの量に応じて規定される
ｄ≦１５００－２．５×１０5×Ｂ
の式を満たさないために、ＨＡＺに液化割れが発生した。しかも、上記平均結晶粒径ｄが
大きくなるにつれて液化割れ発生率が高くなった。
【０１３８】
　供試管符号Ｃ４の場合、管の肉厚中央部の平均結晶粒径ｄが１０００μｍを超えるため
、ＨＡＺに液化割れが発生した。
【０１３９】
　供試管符号Ａ４およびＡ５の場合、管の外表面の酸化物層の厚さが１５μｍを超えるた
め、ＨＡＺに液化割れが発生した。しかも、上記管の外表面の酸化物層の厚さが大きくな
るほど、液化割れ発生率が高くなった。
【産業上の利用可能性】
【０１４０】
　本発明の継目無オーステナイト系耐熱合金管は、耐溶接割れ性に優れ、溶接時のＨＡＺ
での割れ発生を抑止することができる。このため、本発明の継目無オーステナイト系耐熱
合金管は、高温強度に優れ、十分な耐応力腐食割れ性を有し、熱膨張係数が小さいオース
テナイト系耐熱合金を素材とする継目無合金管のうちでも、発電用ボイラの火炉壁管のよ
うな高温機器の部材として好適に用いることができる。

【図１】

【図２】
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